
証券コード 3221
2022年６月６日

株 主 各 位
名古屋市東区徳川１丁目９番30号

株式会社ヨシックスホールディングス

代 表 取 締 役
会 長 兼 社 長 吉 岡 昌 成

第37回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第37回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

上げます。
なお、ご出席に代えて、書面により議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否のご表示をいただき、2022年６月23日（木曜日）午後５時45分までに
ご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2022年６月24日（金曜日）午前10時
2. 場 所 名古屋市東区葵三丁目16番16号

ホテルメルパルク名古屋 カトレアの間
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第37期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事
業報告および連結計算書類並びに会計監査人および監
査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第37期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。また、紙資源節約のため本招集ご通知をご持参いただきますようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を
インターネット上の当社ウェブサイト(アドレス https://yossix.co.jp/)に記載させていただきます。

◎ 新型コロナウイルス感染対策としご出席の際は、必ずマスク着用の上お越しください。

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
昨今の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、健康状態にご留意いただき、
出席を見合わせることもご検討いただきますようお願い申し上げます。
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(添 付 書 類)

事 業 報 告

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年度同様新型コロナウイルス感染症の影響に

より、企業や個人の経済活動の停滞が続き国内消費は大きく落ち込みました。

外食業界におきましては、政府および各自治体からの会食の自粛要請や休業要請および

営業時間短縮要請によって来店客数が減少し、厳しい経営環境が続きました。

このような経営環境の下、当社グループでは飲食事業において、商品の品質向上や接客

をはじめとした店舗力底上げを最重要課題とし、様々な施策に取り組んでまいりました。

また、政府、自治体からの休業や営業時間短縮等の要請に誠実に対応する一方、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大防止対策として従業員の健康管理の徹底、換気および感染防止の

ための消毒用アルコールの設置などの対策に取り組んでまいりました。

そのような中、「や台ずし」業態は新規出店7店舗を実施し、店舗数が284店舗（フランチ

ャイズ含む）となり、総店舗数の87.1％を占め、当業態の売上高は7,580百万円となりまし

た。

均一低価格居酒屋である「ニパチ」業態は、店舗数が31店舗となり、総店舗数の9.5％を

占め、当業態の売上高は622百万円となりました。

以上の結果、飲食事業における店舗数につきましては、新規出店７店舗、退店８店舗を

実施し、当連結会計期間末の店舗数は326店舗（フランチャイズ含む）となりました。

また、2021年４月から2022年３月における休業期間および時短営業期間に対応した新型

コロナ感染症拡大防止協力金を3,691百万円受領いたしました。

飲食事業につきましては業態を問わず、接客が非常に重要であるとの認識から、全ての

業態において、や台やグループの基本理念である「元気を持って帰ってもらう店なんやで」

を実現することに努めてまいりました。「あたりまえやを当り前に」という社是のもと「元

気な声出し、清潔感、笑顔の接客」を着実に実行できるように、徹底して従業員（パー

ト・アルバイト含む）の教育に努め、上質な接客サービスを目指して取り組んでまいりま

した。

一方で、利益率の低い店舗については戦略的に撤退や売却を進め、全社的な利益率の改

善を図ってまいりました。

建装事業につきましては、グループ会社としての強みを最大限活用し、店舗展開する際

のイニシャルコストの徹底的な抑制、投資回収の早期実現等の達成に大きく寄与しまし

た。また、2021年10月29日開催の取締役会において芝産業株式会社の株式を取得し、子会
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社とすることで更なるグループ外顧客の獲得を行い、グループ全体の利益向上に努めまし

た。

投資事業につきましては、2021年8月に設立した株式会社ヨシックスキャピタルが第一

号案件、株式会社log buildへ出資を行いました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は8,581百万円（前年同期11.5％減）、営業損失は

2,675百万円（前年同期は営業損失2,195百万円）、経常利益は3,063百万円（前年同期は経

常損失1,298百万円）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は1,856百万円（前年同期

は親会社株主に帰属する当期純損失1,269百万円）となりました。

事業の種類別セグメントごとの業績の概況は、次のとおりであります。

事業区分 売 上 高 構 成 比 前期比増減率

飲食事業 8,351,340 千円 97.3 ％ △13.6 ％

建装事業 230,154 千円 2.7 ％ 649.0 ％

合計 8,581,494 千円 100.0 ％ △11.5 ％

(注)１．事業の種類別セグメントの売上高は、セグメント間の内部売上高控除後の金額であります。
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② 設備投資の状況

当連結会計年度において実施致しました設備投資の総額は286,063千円で、その主なも

のは新規出店によるものであります。

担当部課 出店店舗数 合計

新規
出店

関東事業本部

関東第二事業部 や台ずし１店舗 １店舗

関東静岡事業部 や台ずし２店舗 ２店舗

関西事業本部

関西事業部 や台ずし３店舗 ３店舗

山陽事業部 や台ずし１店舗 １店舗

合計 ７店舗

業態
転換

関東第二事業部
や台ずし１店舗
焼きとり鉄板１店舗

２店舗

中部事業 や台ずし６店舗 ６店舗

関西事業部 や台ずし２店舗 ２店舗

九州事業部 や台ずし５店舗 ５店舗

合計 15店舗

(注)１. 2022年３月31日現在の状況を記載しております。
２. 開業日が来期でも、既に設備投資を開始した物件について記載しております。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。
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（2）財産および損益の状況の推移

①企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
2018年度
第 34 期

2019年度
第 35 期

2020年度
第 36 期

2021年度
(当連結会計年度)
第 37 期

売 上 高 － 千円 － 千円 9,697,002 千円 8,581,494 千円

営 業 損 失 （△） － 千円 － 千円 △2,195,075 千円 △2,675,102 千円

経常利益又は経常損失（△） － 千円 － 千円 △1,298,530 千円 3,063,510 千円

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△） － 千円 － 千円 △1,269,464 千円 1,856,514 千円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） － 円 － 円 △122.99 円 179.86 円

総 資 産 － 千円 － 千円 11,269,016 千円 11,787,895 千円

純 資 産 － 千円 － 千円 6,391,176 千円 8,247,648 千円

１ 株 当 た り 純 資 産 － 円 － 円 619.18 円 799.04 円

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均株式数に基づき算出しております。
２．第36期より連結計算書類を作成しておりますので、第35期以前については記載しておりません。

② 当社の財産および損益の状況の推移

区 分
2018年度
第 34 期

2019年度
第 35 期

2020年度
第 36 期

2021年度
(当事業年度)
第 37 期

売 上 高 17,934,390 千円 18,709,080 千円 7,925,765 千円 － 千円

営 業 収 益 －千円 －千円 － 千円 360,000 千円

営業利益又は営業損失（△） 2,083,327 千円 2,036,108 千円 △1,372,177 千円 △45,013 千円

経常利益又は経常損失（△） 2,401,262 千円 2,353,662 千円 △651,660 千円 △522 千円

当期純利益又は当期純損失（△） 1,538,376 千円 1,256,975 千円 △602,403 千円 16,993 千円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） 149.18 円 121.83 円 △58.36 円 1.64 円

総 資 産 10,633,614 千円 10,789,927 千円 10,679,765 千円 7,827,630 千円

純 資 産 6,773,798 千円 7,784,480 千円 7,058,237 千円 7,075,214 千円

１ 株 当 た り 純 資 産 656.76 円 754.24 円 683.81 円 685.45 円

(注)１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均株式数に基づき算出しております。
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(3) 対処すべき課題

外食産業の市場規模の縮小傾向は今後も続いていく中、経済情勢や消費動向、または競合

他社の状況等の経営環境を勘案しつつ、当社グループは「元気を持って帰ってもらう店なん

やで」という基本理念のもと、「あたりまえやを当り前に」の社是を掲げ、以下の課題に適

切に対処してまいります。

① 人材採用・育成

当社グループは店舗作りの戦略として、地域や立地における特性や顧客ニーズに柔軟に

対応するため、それぞれの地域で採用した従業員を全面に立て店舗運営を行っておりま

す。それが“元気を持って帰ってもらう店”を生み出す源泉であり、「人材」は当社グル

ープにおける最も重要な経営資源として位置付けております。当社グループにおいて提供

するサービスの水準は各店舗の人材に影響を受けますので、優秀な人材の確保、育成の徹

底を最重要課題として取り組んでまいります。

また将来を担う幹部候補生として若い人材を確保するために、新卒採用にも注力してお

ります。当社グループの理念を理解し、将来において当社グループを牽引していく人材に

育つよう、教育に力をいれてまいります。

② 新規出店計画の徹底

新規出店の物件確保については、各地域における有力不動産業者等からの外部情報のみ

ならず、取引先金融機関、取引先酒販店等からも幅広い情報収集に努めております。しか

し当社グループのニーズに合致した条件の物件が必ずしも確保されるとは限らないため、

新規出店計画を実行できなくなる可能性もあり、予算に影響を及ぼす懸念も考えられま

す。新規出店計画を着実に実行に移せるよう、継続的に新規物件に関する情報収集を徹底

し、物件情報の収集体制を強化することを課題として取り組んでまいります。

③ 新規出店地域の開拓

当社グループの出店している既存地域においてもまだまだ未開拓のエリアがあり、出店

をしていく余地は充分にあると考えております。当社グループは太平洋ベルト地帯を中心

に展開しておりますが、特に経済規模の大きい関東地域への出店を拡大すべく、茨城県・

群馬県・栃木県等の関東北部も出店候補地として見込んでおります。今後はこういった未

開拓の地域に出店し、新たな事業部の基盤をつくることが重要であると考えておりますの

で、情報の収集、出店体制の強化を課題として取り組んでまいります。
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④ 新業態の開発

今後も当社グループの持続的な成長を見込むには、新たな収益の柱となるべく新業態を

開発し成長させることが非常に重要であると考えております。顧客ニーズが多種多様化す

る中、顧客が外食に対して要求しているものは何かということを常に探求し、情報収集の

徹底を図ることで、新業態の開発に注力してまいります。

⑤ 本部機能の強化

新規出店による店舗の増加および業態の多様化が進み、企業規模が拡大する中、本部機

能の強化・充実を図ることが持続的な成長には必要であると認識しております。今後も営

業部門および管理部門における本部機能の強化を図り、収益力の向上、業務の効率化等を

徹底追求することで、組織の強化を課題として取り組んでまいります。

⑥ コンプライアンス経営の推進・徹底

店舗数の拡大に伴い、それぞれの事象に応じたリスク管理やコンプライアンスの遵守体

制が重要になります。社会貢献に資する企業の一員として、企業としての信頼性を高める

ために、内部統制システムの構築・運用・強化に努め、役職員への法令遵守体制の周知徹

底に取り組んでまいります。また、労働環境の向上およびコンプライアンス遵守にも努め

てまいります。

⑦ 食の安心安全の徹底追求

店舗数の拡大に伴い、食に対する安心や安全性に関するリスクは高まる傾向にありま

す。しかし飲食業を生業とする当社グループにおいて、「安全」を確保し、「安心」して飲

食して頂くことは、当社グループの基本的かつ最大の責務であると考えております。その

ため食材の品質管理はもとより、店舗における調理場自体の清潔感および衛生管理を徹底

することで、お客様に安心して飲食して頂くことに努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

(4) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

事 業 主 要 事 業

飲食事業

（株式会社ヨシックスフーズ）
居酒屋を中心とした飲食サービスの提供を行っております。

建装事業

（株式会社ヨシオカ建装・芝産

業株式会社）

飲食店建築を中心とした内装工事を行っております。

投資事業

（株式会社ヨシックスキャピタル）
ベンチャー企業への投資、M&A仲介を行っております。
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(5) 主要な事業所および営業店舗（2022年３月31日現在）

名 称 所 在 地

本社 愛知県名古屋市東区徳川１丁目９番30号

株式会社ヨシックスフーズ

本社
愛知県名古屋市東区徳川１丁目９番30号

関東事業本部 東京都千代田区鍛治町１丁目５番２号 鍛治町ビル２階

中部事業部 愛知県名古屋市東区徳川１丁目９番30号

関西事業本部 大阪府大阪市天王寺区玉造元町４番５号

山陽事業部 広島県広島市中区胡町４丁目28番地 胡町ビル７階

九州事業部 福岡県福岡市中央区今川１丁目４番１号

株式会社ヨシオカ建装 愛知県名古屋市東区徳川１丁目９番30号

株式会社ヨシックスキャピタル 愛知県名古屋市東区徳川１丁目９番30号

芝産業株式会社 神奈川県小田原市城山1-12-1

や台や業態
１店舗

東京都１店舗

や台ずし業態
281店舗

愛知県33店舗 東京都40店舗 神奈川県23店舗 埼玉県21店舗
千葉県11店舗 茨城県２店舗 静岡県13店舗 岐阜県７店舗
三重県８店舗 滋賀県７店舗 京都府３店舗 奈良県６店舗
大阪府28店舗 兵庫県８店舗 岡山県４店舗 広島県17店舗
香川県６店舗 愛媛県２店舗 高知県２店舗 徳島県３店舗
山口県４店舗 福岡県24店舗 熊本県２店舗 大分県２店舗
鳥取県３店舗 島根県１店舗 佐賀県１店舗

ニパチ業態
31店舗

愛知県１店舗 静岡県３店舗 三重県１店舗
大阪府１店舗 兵庫県１店舗 広島県３店舗
香川県１店舗 愛媛県１店舗 山口県３店舗 福岡県７店舗
熊本県１店舗 長崎県５店舗 佐賀県２店舗
鹿児島県１店舗

これや業態
４店舗

京都府１店舗 福岡県３店舗

せんと業態
１店舗

大阪府１店舗

焼とりてっぱん業態
４店舗

愛知県２店舗 長崎県１店舗 東京都１店舗

その他４店舗 愛知県２店舗 東京都１店舗 岐阜県１店舗

(注) １．営業店舗の所在地は直営店舗のみを記載しております。
２．その他にはフランチャイズ店の店舗数を記載しております。
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（6）従業員の状況（2022年３月31日現在）

①企業集団の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

749名 (2,491名) 106.5％ 40.8歳 4.6年

(注) 使用人数は就業員数であり、パートおよびアルバイトは（ ）内に、年間平均雇用人員（１日８時間、１ヶ
月22日で換算）を記載しております。

② 当社の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

10名 (９名) 105.6％ 42.0歳 7.1年

(注) 使用人数は就業員数であり、パートおよびアルバイトは（ ）内に、年間平均雇用人員（１日８時間、１ヶ
月22日で換算）を記載しております。

(7) 重要な親会社および子会社の状況

①親会社との関係

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 所在地 資本金 出資比率 主要な事業内容

株式会社ヨシックスフーズ 愛知県 9,000千円 100.0％ 飲食事業

株式会社ヨシオカ建装 愛知県 9,000千円 100.0％ 建装事業

株式会社ヨシックスキャピタル 愛知県 9,000千円 100.0％ 投資事業

芝産業株式会社 神奈川県 20,000千円 100.0％ 建装事業

（注）芝産業株式会社の株式は、株式会社ヨシオカ建装を通じての間接所有となっております。

(8) 主要な借入先および借入額(2022年３月31日現在)

借 入 先 借 入 額

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 260,432 千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当連結会計年度において、株式会社ヨシックスキャピタルを新たに設立したため連結の範

囲に含めております。また、芝産業株式会社は2021年10月29日の株式取得に伴い、当連結会

計年度より連結の範囲に含めております。
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2. 株式に関する事項
(1) 発 行 可 能 株 式 総 数 28,000,000株

(2) 発 行 済 株 式 の 総 数 10,322,200株（自己株式 351株を含む）

(3) 単 元 株 式 数 100株

(4) 当事業年度末の株主数 9,713名

(5) 大株主 (上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 吉 岡 3,615,900株 35.0％

吉 岡 昌 成 2,098,100株 20.3％

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ ＣＯ．（ＡＶＦＣ）ＲＥ ＨＣＲ00 598,300株 5.8％

吉 岡 裕 太 郎 400,000株 3.9％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 358,800株 3.5％

吉 岡 光 代 309,000株 3.0％

瀬 川 雅 人 200,000株 1.9％

株式会社カストディ銀行（信託口） 108,700株 1.1％

サ ン ト リ ー 酒 類 株 式 会 社 104,000株 1.0％

ア サ ヒ ビ ー ル 株 式 会 社 104,000株 1.0％

(注) 持株比率は自己株式 351株を控除して算定しております。

3. 新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の内

容の概要

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に当社使用人に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容

の概要

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等（2022年３月31日現在）

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況等

代 表 取 締 役
会 長 兼 社 長

吉 岡 昌 成 代表取締役会長兼社長

取 締 役 副 社 長 瀬 川 雅 人
株式会社ヨシックスフーズ代表取締役社長執行役
員 や台やグループ統括事業本部本部長

専 務 取 締 役 吉 岡 裕太郎 株式会社ヨシオカ建装代表取締役社長執行役員

取 締 役 伊 達 富 夫
株式会社ヨシックスフーズ取締役 執行役員
や台やグループ統括事業本部副本部長
中日本事業本部本部長

取 締 役
(常勤監査等委員)

鳥 居 達 也 社外取締役

取 締 役
(監 査 等 委 員)

植 村 亮 仁

植村亮仁公認会計士事務所 所長
HSホールディングス株式会社 社外監査役
株式会社ピアズ 社外監査役
株式会社ビジョナリー 社外監査役
ユケン工業株式会社 社外監査役
ROSE LABO株式会社 社外監査役

取 締 役
(監 査 等 委 員)

堀 雄 治 社外取締役

(注) １. 鳥居達也氏、植村亮仁氏および堀雄治氏は、会社法第２条第15号の社外取締役であります。
２. 当社は監査等委員会設置会社のため、常勤の監査等委員を選定しております。
３. 当社は、取締役鳥居達也氏、植村亮仁氏および堀雄治氏を株式会社東京証券取引所および株式会社名古

屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届け出ております。
４．取締役の吉岡裕太郎は代表取締役会長兼社長吉岡昌成の長男であります。
５．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、役員等

としての職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
損害を、当該保険契約により補填することとしております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社取締
役（監査等委員である取締役を含む）及び執行役員であり、当該保険契約の保険料は全額当社が負担し
ております。また次回更新時には同内容で更新を予定しております。

(2) 当事業年度中の取締役の異動

イ．退任

監査役佐藤祥一氏、長谷川一裕氏、戸谷隆夫氏は2021年6月24日開催の第36回定時株主総会

終結の時をもって、任期満了により監査役を退任いたしました。

ロ ．当事業年度中の取締役の地位の異動

氏 名 新 旧 異動年月日

瀬 川 雅 人 取締役副社長 取締役 2021年８月１日

吉 岡 裕 太 郎 専務取締役 取締役 2021年８月１日
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(3) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役全員と会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１項の賠償

責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第

１項に定める額を責任の限度としております。

(4) 当事業年度に係る取締役の報酬等

イ. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く）個人別の報酬等

の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」という。）を定めております。

その概要は、個々の取締役（監査等委員である取締役を除く）の各職責を踏まえた適正

な水準とすることを基本方針とし、具体的には「固定報酬」としての「基本報酬」を支給

することとしております。「基本報酬」は毎月支払うものとし、各取締役（監査等委員で

ある取締役を除く）の職位、職責等を基にして、各期の業績並びに業績への貢献度を勘案

し決定することとしております。

取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報

酬等について報酬等の内容の決定方法および決定された報酬等の内容が取締役会で決議さ

れた決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断

しております。

ロ．取締役の報酬等についての株主総会決議に関する事項

取締役（監査等委員である取締役を除く）の金銭報酬の額は、2021年６月24日開催の第

36回定時株主総会において年額300,000千円以内と決議頂いております。当該株主総会終

結時点の取締役の員数は、４名（うち、社外取締役０名）です。

監査等委員の金銭報酬の額は、2021年６月24日開催の第36回定時株主総会において年額

30,000千円以内と決議頂いております。当該株主総会終結時点の監査等委員である取締役

は３名です。

ハ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬に関する事項については、指名・報

酬委員会における検討を経て、取締役会決議により決定致します。指名・報酬委員会は当

社の取締役の報酬に関して、取締役会から諮問を受けて、その適切性等について審議し、

答申を行います。取締役会は、指名・報酬委員会の答申を得て、取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）の報酬等の決定を行います。
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(5) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分
報酬等の総
額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
対象となる

役員の員数
基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

退職慰労金

取締役(監査等委員を除く)

(うち社外取締役)

159,598千円

(―)

133,420千円

(－)

－

(－)

－

(－)

26,178千円

(－)

４名
(－)

取締役(監査等委員)

(うち社外取締役)

4,520千円

(4,520千円)

4,520千円

(4,520千円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

３名
(３名)

監査役

（うち社外監査役）

1,950千円

(1,950千円)

1,950千円

(1,950千円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

３名
(３名)

合 計
166,068千円

(6,470千円)

139,890千円

(6,470千円)

－

(－)

－

(－)

26,178千円

(－)

７名
(３名)

(注) １．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2021年６月24日開催の第36回定時株主総会において年額300,000千円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議頂いております。

３．監査等委員の報酬限度額は、2021年６月24日開催の第36回定時株主総会において年額30,000千円以内と

決議頂いております。

４．監査等委員はすべて社外取締役であります。

５．当社と社外取締役との間に、人的関係、資本的関係、取引関係およびその他利害関係はありません。

６．当事業年度末現在の人員は、取締役４名（監査等委員である取締役を除く）、監査等委員３名でありま

す。上記の支給人員と相違しているのは、2021年６月24日に任期満了をもって退任した監査役３名を含

んでいるためであります。

７．業績連動報酬等につき、直接的な業績連動報酬等を支給しておりません。しかしながら、取締役の基本

報酬は、その役割と責務に相応しい水準に配慮しつつ、前事業年度の担当部門の業績達成度合いに応じ

た変動的な年俸制を採用しております。

８．退職慰労金は、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額であります。

(6) 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

取締役の鳥居達也氏は株式会社近江商事代表取締役を兼職しておりますが、当社と特別

の関係はありません。

取締役の植村亮仁氏は植村亮仁公認会計士事務所所長、税理士法人植村会計所長、HSホ

ールディングス株式会社社外監査役株式会社ピアズ社外監査役、株式会社ビジョナリー社

外監査役、ユケン工業株式会社社外監査役及びROSELABO株式会社社外監査役を兼職してお

りますが、当社と特別の関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

該当事項はありません。
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ハ．当該事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名
主な活動状況および

期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
(常勤監査等委員)

鳥 居 達 也

当事業年度開催の取締役会19回のうち14回に出席
しました。
議案審議につき、経営者としての豊富な経験と高
い見識に基づいて必要な発言を行っております。

取 締 役
(監査等委員)

植 村 亮 仁

当事業年度開催の取締役会19回のうち19回に出席
しました。
議案審議につき、公認会計士として培われた豊富
な経験と幅広い見識に基づいて必要な発言を行っ
ております。

取 締 役
(監査等委員)

堀 雄 治

当事業年度開催の取締役会19回のうち19回に出席
しました。
議案審議につき、卸売業に関する豊富な経験と高
い見識に基づいて必要な発言を行っております。

（注）監査等委員である取締役の鳥居達也氏につきましては、2021年６月24日就任後の状況を記

載しております。
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5. 会計監査人に関する事項
(1) 当社の会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

23,000千円

②当社が会計監査人に支払うべき金銭、その他の財産上の利益の合計額

23,000千円

(注)１．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実

務指針」を踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の

実績および報酬額の推移並びに会計監査人の職務執行状況を確認し、当事業年

度の監査計画および報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につ

いて会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬

等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、

実質的にも区分できないため、上記①の額にはこれらの合計を記載しておりま

す。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認められる場合には監査等委員全員

の同意に基づき監査等委員会が解任致します。その他監査等委員が定める「会計監査人の評

価・選定」の評価の結果、会計監査人の会社法等関連法令違反や、独立性、専門性、職務の

執行状況、そのほかの諸般の事情を総合的に判断して会計監査を適切に執行することが困難

であると認められる場合は、監査等委員会は、会計監査人の解任または不再任に関する議案

の内容を決定し、取締役会に株主総会の目的とすることを求めます。

(5) 責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任限定契約を締結することができる旨の規定を定款第42条に設けておりますが、責任限定

契約は締結しておりません。
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6. 業務の適正を確保するための体制に関する事項
(1) 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

当社は、2015年５月８日開催の取締役会において会社法第362条および会社法施行規則第

100条に基づき、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）に関する決議を一部

改定をいたしました。その内容は次のとおりであります。

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

イ．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、

「企業行動規範」を制定し、その運用に努めるとともに、継続的なコンプライアンス教

育・啓蒙を行う。

ロ．コンプライアンスや内部管理体制の適切性・有効性を定期的に検証し、問題点の改善・

是正を行うために、取締役を内部統制統括責任者に選任し、内部統制全般の適切な整備・

運用を行う。内部統制統括責任者は、情報管理・リスク対策を統括・管理するとともに、

他の委員会等を通じて社内の情報収集を行い、会社の内部統制体制の有効性の確保を図っ

ていく。

ハ．コンプライアンス体制の強化を目的として、内部通報制度を導入する。

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当社グループのコーポレート・ガバナンス強化のために、取締役会において会社全体で

取り組むべき課題（社会的責任・リスク対策）の方針を決定する。

ロ．内部統制統括責任者はその方針に沿って、主管部署を指示しコンプライアンス管理規程

をはじめとする関連規程の整備・運用等、当社のリスクマネジメント体制の充実と強化を

図っていく。

③ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

イ．業務の執行が法令および定款に適合するとともに、業務の適正と効率性の確保を目的と

して、組織規程や業務分掌規程をはじめとする社内規程を定め業務を執行する。これらの

規程は、法令の改廃や業務の見直し等、必要のある場合に随時見直しを行うものとする。

ロ．業務執行部門から独立した取締役社長直轄の内部監査部門を設置し、各部門の業務プロ

セス等をチェックし、不正の防止とプロセスの改善に努める。

ハ．内部統制統括責任者のもと、関連部署が主管となり財務報告の正確性・信頼性の確保と

その推進を目的とする内部統制規程を制定し、内部統制システムの整備と強化を進める。
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④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役は、その職務の執行に係る情報および文書の取り扱いについて、社内規程を定める

とともに、その規程の定めに基づき、適切に保存し管理を行う。社内規程は法令の改廃等、

必要のある場合に随時見直しを行うものとする。

⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役は、合理的かつ効率的な職務執行を確保するために、職務の役割分担を定めるとと

もに、取締役会規程や職務権限規程に基づき業務を執行する。

⑥ 監査等委員監査の実効性確保体制

イ．監査等委員は、必要に応じて監査等委員の職務を補助する使用人を置くことを、取締役

社長に求めることができる。また、その場合の使用人は専任者とし、監査等委員以外の指

揮命令を受けないものとする。

ロ．監査等委員は、内部監査部門から内部監査状況に係る情報の提供を受けることができる

ほか、重要な会議の内容の報告を受けるものとする。また、必要に応じて社内の会議に出

席を求めることができるものとする。

ハ．監査等委員は、代表取締役、会計監査人との定期的な情報交換の場を持つものとする。

ニ．取締役および使用人は、業務執行において法令に違反する事実、会社に著しい損害を与

える恐れがある事実を発見した場合は、速やかに監査等委員に報告する。

ホ. 取締役および使用人が監査等委員に報告したことを理由として不利な取扱いを行うこと

を禁止する。

ヘ. 当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対して、法令に基づく費用の前

払い等を請求したときは、監査等委員の職務の執行に必要でないと証明された場合を除

き、速やかに前払い費用等を支払う。

⑦ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社グループは制定された「グループ企業行動規範」により、反社会的勢力との関係を遮

断する事を宣言し、お取引先の調査を実施、反社会的勢力の経営への関与防止、当該勢力に

よる被害の防止等に努める。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役会を定例・臨時を含め19回開催しました。取締役の職務執行の適法性を確保し、ま

た取締役の職務執行の適正性および効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外

取締役３名が開催された取締役会に出席し意見を述べました。
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② 監査役会を定例・臨時を含め３回開催、監査等委員会設置会社に移行後、監査等委員会を

定例・臨時を含め10回開催しました。監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計

画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役、他の取締役、内部監査室および会計監

査人との間で意見交換会を実施し、情報交換等の連携を図ってまいりました。

③ コンプライアンス委員会を１回開催しました。法令・社内規程等の遵守状況を確認すると

ともに、役員および管理職にコンプライアンスに対する意識の向上や牽制機能の強化を図り

ました。また当社では内部通報規程により相談・通報体制を設けており、コンプライアンス

の実効性向上に努めました。

④ 内部監査室は、内部監査計画を立案し、当社グループの各部門および店舗について法令・

定款・各種規程に基づいて、適法性、適正性および効率性を鑑み、内部監査を実施いたしま

した。

7. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を経営の重要な課題の一つとして位置付けております。現在

当社グループは成長途上と考えており、新規出店、人材採用、人材育成、管理体制強化など、

業容拡大および競争力を高めるために充当する内部留保を確保しつつ、業績および財務状況等

を勘案して継続的な配当の実施に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2022年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 8,462,625 流 動 負 債 2,630,982

現 金 及 び 預 金 7,440,084 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 381,793

売 掛 金 256,465 一年内返済予定の長期借入金 134,988

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 144,846 未 払 法 人 税 等 987,029

そ の 他 621,228 未 払 消 費 税 等 262,758

固 定 資 産 3,325,270 そ の 他 864,413

有形固定資産 2,373,386 固 定 負 債 909,264

建 物 及 び 構 築 物 1,877,510 長 期 借 入 金 192,112

土 地 365,486 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 488,930

そ の 他 130,389 そ の 他 228,222

無形固定資産 222,424 負 債 合 計 3,540,246

の れ ん 218,500 純 資 産 の 部

そ の 他 3,924 株 主 資 本 8,246,636

投 資 そ の 他 の 資 産 729,459 資 本 金 335,989

繰 延 税 金 資 産 121,791 資 本 剰 余 金 364,094

そ の 他 607,667 利 益 剰 余 金 7,547,265

自 己 株 式 △712

その他の包括利益累計額 1,012

その他有価証券評価差額金 1,012

純 資 産 合 計 8,247,648

資 産 合 計 11,787,895 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,787,895
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連 結 損 益 計 算 書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで) (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 8,581,494

売 上 原 価 3,037,422

売 上 総 利 益 5,544,071

販売費及び一般管理費 8,219,173

営 業 損 失 （△） △2,675,102

営 業 外 収 益

協 賛 金 収 入 391,350

雇 用 調 整 助 成 金 1,630,882

新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金 3,691,552

そ の 他 44,590 5,758,375

営 業 外 費 用

支 払 利 息 428

投 資 有 価 証 券 評 価 損 19,247

そ の 他 87 19,763

経 常 利 益 3,063,510

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,260

受 取 補 償 金 28,000 31,260

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 6,482

減 損 損 失 97,864 104,347

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,990,423

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 981,961

法 人 税 等 調 整 額 151,947 1,133,908

当 期 純 利 益 1,856,514

親会社株主に帰属する当期純利益 1,856,514
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連結株主資本等変動計算書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 335,989 364,094 5,690,751 △625 6,390,209

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） －

剰 余 金 の 配 当 －

親 会 社 株 主 に

帰 属 す る 当 期 純 利 益
1,856,514 1,856,514

自 己 株 式 の 取 得 △87 △87

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 1,856,514 △87 1,856,426

当 期 末 残 高 335,989 364,094 7,547,265 △712 8,246,636

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金

その他の包括

利益累計額合計

当 期 首 残 高 966 966 6,391,176

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） －

剰 余 金 の 配 当 －

親 会 社 株 主 に

帰 属 す る 当 期 純 利 益
1,856,514

自 己 株 式 の 取 得 △87

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
46 46 46

当 期 変 動 額 合 計 46 46 1,856,472

当 期 末 残 高 1,012 1,012 8,247,648
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 ４社
すべての子会社を連結しております。

連結子会社の名称
株式会社ヨシックスフーズ
株式会社ヨシオカ建装
株式会社ヨシックスキャピタル
芝産業株式会社

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
芝産業株式会社 ７月31日

芝産業株式会社の決算日は７月31日でありますが、１月31日現在で本決算に準じた仮決算を行
った財務諸表を基礎としております。
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

４. 会計方針に関する事項
(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法
(イ) 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

(ロ) 棚卸資産
未成工事支出金
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益の低下による簿価切下げの方法により算
定）
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原材料及び貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益の低下による簿価切下げの方法
により算定）

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
(イ) 有形固定資産

定率法によっております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備
は除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物：10年～32年

(ロ) 無形固定資産
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における
利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

(３) 重要な引当金の計上基準
(イ) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

(ロ) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。

(４) 収益及び費用の計上基準
飲食事業においては、居酒屋を中心とした飲食サービスの提供を行っております。飲食

サービスの提供に関しては、主として顧客からの注文に基づく料理の提供であり、顧客へ
料理を提供し対価を受領した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認
識しております。
建装事業においては、飲食店を中心とした内装工事を行っております。内装工事に関し

ては、工事の進捗に応じて顧客の資産が増加するとともに顧客が当該資産の支配を獲得
し、これに応じて履行義務が充足されるため、工事の進捗度に応じて収益を認識しており
ます。但し、期間がごく短い契約に関しては、内装工事が完了した時点で収益を認識して
おります。

(５)その他連結計算書類作成のための重要な事項
のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、５年間で均等償却しております。
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会計方針の変更に関する注記
「収益認識に関する会計基準」の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当連結会計
年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
なお、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項
及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来に
わたって適用することとしております。なお、当連結会計年度の損益に与える影響はあり
ません。

表示方法の変更
連結貸借対照表

前連結会計年度において区分掲記しておりました流動負債「未払金」（当連結会計年度
521,971千円）、「預り金」（当連結会計年度77,863千円）については、重要性が乏しくなっ
たため、当連結会計年度においては流動負債「その他」に含めて記載しております。

会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損損失

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であ
って、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次
のとおりです。

(１) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

当連結会計年度

減損損失 97,864千円

飲食事業に関する有形固定資産 1,644,011千円

※減損損失の金額は、飲食事業に関するものであります。

(２) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、飲食事業の店舗固定資産の減損の兆候の有無を把握するに際して、店舗を

独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位としており、店舗の営業損益が継続してマイ
ナスとなった場合に減損の兆候があると判断しております。減損の兆候があると判断される場
合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較す
ることによって、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、減損損失の認識が
必要と判定された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失と
して認識しております。また、各資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する共

― 24 ―



用資産に減損の兆候が認められる場合には、共用資産が関連する資産グループに共用資産を加
えた、より大きな単位で減損損失の認識の要否を判定する必要があります。
飲食事業においては、新型コロナウイルス感染症による政府及び自治体からの休業要請及び

営業時間の短縮要請の影響により、継続して営業損益がマイナスとなっている店舗及び共用資
産について減損の兆候が認められました。減損の兆候が認められた店舗及び共用資産について
は、飲食事業における事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額と資産の帳簿価
額を比較することによって、減損損失の認識の要否の判定を行い、割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額が資産の帳簿価額を上回った店舗及び共用資産については、減損損失の認識は不要
と判断しております。
飲食事業の事業計画には、新型コロナウイルス感染症の拡大が徐々に収束し、収束後には店

舗の業績が当該感染症の拡大前と同水準にまで回復するという仮定を採用しております。新型
コロナウイルス感染症のワクチン接種や新薬開発等が進んでいるものの、依然収束までには至
らず、先行き不透明な状況が続いているため、事業計画の見直しが必要と判断された場合に
は、翌連結会計年度の減損損失に影響を与える可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,980,139千円

２．資産から直接控除した貸倒引当金
投資その他の資産
その他 135千円
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連結損益計算書に関する注記
売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「収益認識に関する注記１、顧客との契約
から生じる収益を分解した情報」に記載しております

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 連結会計年度の発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 10,322,200株 －株 －株 10,322,200株

２. 連結会計年度の自己株式の種類及び数

株 式 の 種 類
当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 309株 42株 －株 351株

(注) 自己株式の総数の増加42株は、単元未満株式の買取による増加によるものであります。

３. 剰余金の配当に関する事項
(１)配当金支払額

該当事項はありません。

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 123,862 12.00 2022年３月31日 2022年６月27日

４. 当連結会計年度における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の
目的となる株式数

2013年７月31日開催の臨時株主総会の決議によるストック・オプション
普通株式 25,800株
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減損損失に関する注記
当連結会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

事業 用途 種類 店舗数

飲食事業 店舗設備 建物等 店舗

(減損損失の認識に至った経緯)
営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである店舗のうち、資産グループの固定資産簿

価を回収できないと判断した資産グループについて減損損失を認識しております。
(グルーピングの方法)
当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗を基本単位としてグル

ーピングしており、遊休資産及び処分予定資産については、個々の物件をグルーピング単位と
しております。
(回収可能価額の算定方法)
減損損失を認識するに至った店舗については、帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりま

す。また、資産グループ毎の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額
は売却が困難であるため零として評価しております。

(減損損失の金額)

建 物 及 び 構 築 物 92,588千円

そ の 他 5,275千円

合 計 97,864千円

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に店舗を運営するための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に
銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しておりま
す。なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、信用リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、未払法人税等及び未払消費税等は、１年以内の支払

期日であります。また借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり
ます。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

営業債権は、管理本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと
に期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
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管理本部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を維持することな
どにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 長期借入金（1年内返済予定含む） 327,100 323,006 △4,093

負債計 327,100 323,006 △4,093

（*１）「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価
が帳簿価格に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*２）「売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「未払法人税等」、「未払消費税等」については、短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しており
ます。

（注１）長期借入金の連結決算日後の返済予定額 （単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 134,988 137,388 22,884 5,760 5,760 20,320

合計 134,988 137,388 22,884 5,760 5,760 20,320

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3

つのレベルに分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。
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（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（1年以内返済予定含む） ― 323,006 ― 323,006

負債計 ― 323,006 ― 323,006

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金（1年以内返済予定含む）
これらの時価は、元利金の合計額を同様の借り入れを行った場合に適用される合理的に見積も

られる利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
事業の種類別 （単位：千円）

当連結会計年度
（自 2021年4月1日
至 2022年3月31日）

飲食事業 8,351,340

建装事業 230,154

顧客との契約から生じる収益 8,581,494

その他の収益 －

外部顧客への売上高 8,581,494

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のた

めの基本となる重要な事項に関する注記）４．会計方針に関する事項（４）収益及び費用の計
上時期」に記載のとおりであります。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約資産の残高等 （単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 270,710 256,465

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上

の便法を適用し、当初に予想される契約期間が1年以内の契約について注記の対象に含め
ておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 799円４銭

１株当たり当期純利益額 179円86銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(2022年３月31日現在) (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,890,774 流 動 負 債 174,336

現 金 及 び 預 金 3,451,700 一年内返済予定の長期借入金 124,992

未 収 還 付 消 費 税 等 405,301 未 払 金 16,971

そ の 他 33,772 未 払 法 人 税 等 15,652

固 定 資 産 3,936,856 預 り 金 11,739

有形固定資産 711,036 そ の 他 4,981

建 物 369,081 固 定 負 債 578,079

土 地 318,384 長 期 借 入 金 135,440

そ の 他 23,570 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 438,930

無形固定資産 3,083 繰 延 税 金 負 債 299

そ の 他 3,083 そ の 他 3,410

投資その他の資産 3,222,735 負 債 合 計 752,416

投 資 有 価 証 券 1,940 純 資 産 の 部

関 係 会 社 株 式 27,000 株 主 資 本 7,074,176

関係会社長期貸付金 3,160,001 資 本 金 335,989

そ の 他 33,928 資 本 剰 余 金 364,094

貸 倒 引 当 金 △135 資 本 準 備 金 364,094

利 益 剰 余 金 6,374,805

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,374,805

繰 越 利 益 剰 余 金 6,374,805

自 己 株 式 △712

評価・換算差額等 1,038

その他有価証券評価差額金 1,038

純 資 産 合 計 7,075,214

資 産 合 計 7,827,630 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,827,630
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損 益 計 算 書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで) (単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 360,000

営 業 費 用 405,013

営 業 損 失 （△） △45,013

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,265

新型コロナ感染症拡大防止協力金 23,040

雇 用 調 整 助 成 金 5,685

助 成 金 収 入 4,716

そ の 他 7,899 44,606

営 業 外 費 用

支 払 利 息 28

そ の 他 87 115

経 常 損 失 （△） △522

特 別 利 益

受 取 補 償 金 28,000 28,000

税 引 前 当 期 純 利 益 27,477

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,484 10,484

当 期 純 利 益 16,993
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株主資本等変動計算書

(2021年４月１日から
2022年３月31日まで) (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

資本剰余金

合 計

そ の 他

利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 335,989 364,094 364,094 6,357,812 6,357,812 △625 7,057,270

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) －

剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 利 益 16,993 16,993 16,993

自 己 株 式 の 取 得 △87 △87

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 16,993 16,993 △87 16,905

当 期 末 残 高 335,989 364,094 364,094 6,374,805 6,374,805 △712 7,074,176

評価・換算差額等

純資産
合 計その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 966 966 7,058,237

当 期 変 動 額

新株の発行(新株予約権の行使) －

剰 余 金 の 配 当 －

当 期 純 利 益 16,993

自 己 株 式 の 取 得 △87

株主資本以外の項目の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
71 71 71

当 期 変 動 額 合 計 71 71 16,977

当 期 末 残 高 1,038 1,038 7,075,214
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個別注記表

重要な会計方針
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 貯 蔵 品…………最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有 形 固 定 資 産…………定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 10年～32年

(2) 無 形 固 定 資 産…………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

3． 引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(2) 役 員 退 職 慰 労 引 当 金…………役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
当社は、子会社への経営指導を行っており、当社の子会社に対し経営・企画等の指導を行

うことを履行義務として識別しております。当該履行義務は時の経過につれて充足されるた
め、契約期間にわたって期間均等額で収益を計上しております。

会計方針の変更に関する注記
「収益認識に関する会計基準」の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当事業年度
の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。な
お、当事業年度の損益に与える影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項
及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44－２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来に
わたって適用することとしております。なお、当事業年度の損益に与える影響はありませ
ん。

表示方法の変更
貸借対照表

前事業年度において区分掲記しておりました流動資産「未収入金」（当事業年度33,000千円）
については、重要性が乏しくなったため、当事業年度においては流動資産「その他」に含めて
記載しております。

損益計算書
前事業年度において営業外収益「その他」に含めておりました「新型コロナウイルス感染症

拡大防止協力金」（前事業年度7,880千円）については、重要性が高まったため、当事業年度に
おいては区分掲記しております。

― 35 ―



会計上の見積りに関する注記
関係会社貸付金の評価

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度

関係会社長期貸付金 2,700,000千円

貸倒引当金 －千円

※上記の金額は、株式会社ヨシックスフーズに対するものであります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、関係会社に対する貸付金の評価に際して、対象となる関係会社の事業計画及び将来

の業績見通し、キャッシュ・フローの状況等の定量的な要因に加えて、事業環境の見通し等の
定性的な要因を考慮し、これらを総合的に検討したうえで回収可能性の判定を行い、回収不能
見込額が認められた場合は、当該回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。

飲食事業においては、新型コロナウイルス感染症による政府及び自治体からの休業要請及び
営業時間の短縮要請の影響により、（株）ヨシックスフーズの営業損益は継続してマイナスと
なっていることから、（株）ヨシックスフーズが策定した飲食事業の事業計画に基づき回収可
能性の判定を行い、貸倒引当金の計上は不要と判断しております。

飲食事業の事業計画には、新型コロナウイルス感染症の拡大が徐々に収束し、収束後には
店舗の業績が当該感染症の拡大前と同水準にまで回復するという仮定を採用しております。新
型コロナウイルス感染症のワクチン接種や新薬開発等が進んでいるものの、依然収束までには
至らず、先行き不透明な状況が続いているため、事業計画の見直しが必要と判断された場合に
は、貸倒引当金の計上が必要となる可能性があります。

貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 156,722千円

（2）関係会社に対する債権債務
短期金銭債権 33,000千円
短期金銭債務 2,902千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引高 360,000千円
営業取引以外の取引高 1,732千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 309株 42株 －株 351株

(注) 自己株式の総数の増加42株は、単元未満株式の買取による増加によるものであります。
税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減損損失 13,506千円

役員退職慰労引当金 134,312千円

税務上の繰越欠損金 68,994千円

その他 3,181千円

繰延税金資産小計 219,994千円

評価性引当額 △219,994千円

繰延税金資産 合計 －千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 299千円

繰延税金負債 合計 299千円

繰延税金負債の純額 299千円
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関連当事者との取引に関する注記
１ 関係会社等

種類 会社等の名称

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
㈱ヨシック

スフーズ

所有

直接100.0％

役員の兼任

経営管理 経営指導料

（注1）

354,000 未収入金 32,450

資金の貸付 資金の回収

(注2)

300,000 関係会社

長期貸付金

2,700,000

（注)１．経営指導料につきましては、業務内容等を勘案し、双方協議の上、合理的に決定しております。

２．運転資金の貸付を行っており、金利については市場金利を勘案し、決定しております。

２ 役員及び個人主要株主等

種類
会 社 な ど
の 名 称 又
は氏名

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事
者との関
係

取引内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
(千円)

役員 吉 岡 昌 成
所有

直接20.3％

当社代表
取締役会
長兼社長

土地の売却 48,884 － －

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 685円45銭

１株当たり当期純利益 １円64銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2022年５月24日
株式会社ヨシックスホールディングス
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奥 谷 浩 之

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 真 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ヨシックスホールディングスの2021年４月１

日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社ヨシックスホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、
連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切
でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続
できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書
類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査
証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、
単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月24日

株式会社ヨシックスホールディングス

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奥 谷 浩 之

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 真 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ヨシックスホールディングスの2021年

４月１日から2022年３月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示

することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、
また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

― 41 ―



計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制
の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行
う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、
並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー
フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告 謄本

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、株式会社ヨシックスホールディングスの2021年４月１日から2022年３月
31日までの第37期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法
及び結果につき以下のとおり報告いたします。

尚、第36回定時株主総会におきまして、監査役設置会社から監査等委員会設置会社に移行し
ましたが、2021年３月１日から2021年６月30日定時株主総会終了時までの状況につきまして
は、旧監査役会から引き継いだ内容に基づいております。

１．監査の方法及びその内容
（１）監査等委員会は、会社法第399条の十三第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取

締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施し
ました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画、職務の分担等に従い、内部監査室と連
携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項
の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、監査等委員会を毎月定期
的に開催し、決議事項を審議するとともに情報の共有に努めました。
子会社については、子会社の取締役との情報交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

②計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およ
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書および連結注記表）について、取締役等から報告を受け、検討いた
しました。
会計監査人である「有限責任 あずさ監査法人」からその監査の実施状況および結果
について報告を受けました。
また、会計監査人から、その「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）および「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為または、法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③内部統制システム（会社法第348条第３項第４号ならびに会社法第362条第４項第６号
および会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制）に関する取締役会
決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び運用についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人「有限責任 あずさ監査法人」の監査の方法および結果は相当であると認
めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人「有限責任 あずさ監査法人」の監査の方法および結果は相当であると認
めます。

2022年５月24日

株式会社ヨシックスホールディングス
監査等委員会

常勤監査等委員(社外) 鳥 居 達 也 ㊞

監査等委員 (社外) 植 村 亮 仁 ㊞

監査等委員 (社外) 堀 雄 二 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題のひとつと考えております。引続

き、成長投資に充当するための内部留保は重視してまいりますが、株主の皆様への利益還元

の重要性に鑑み、今後の成長投資等を勘案した上で、当期の期末配当は以下のとおりといた

したいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 12円00銭 総額 123,862,188円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2022年６月27日
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第２号議案 定款一部変更の件

１. 提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」(令和元年法律第70号)附則第1条ただし書きに規定する

改正規定が2022年９月１日施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるた

め、次のとおり当社定款を変更するものであります。

(１)変更案第14条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措

置をとる旨を定めております。

(２)変更案第14条第２項は、書面交付請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を

限定するための規定を設けるものであります。

(３)株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款第14条）は不

要となるため、これを削除するものであります。

(４)上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであります。

２. 変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

なお、本議案は、本総会終結の時をもって効力を生じるものといたします。
（下線部分は変更箇所）

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示と

みなし提供）

第14条 当会社は、株主総会の招集に関し、

株主総会参考書類、事業報告、計算書類およ

び連結計算書類に記載または表示をすべき事

項に係る情報を、法務省令に定めるところに

従いインターネットを利用する方法で開示す

ることにより、株主に対して提供したものと

みなすことができる。

（削除）

（新設）

（電子提供措置等）

第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情報につい

て、電子提供措置をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のう

ち法務省令で定めるものの全部または一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請求

した株主に対して交付する書面に記載しない

ことができる。
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現 行 定 款 変 更 案

（新設）

（附則）

１．現行定款第14条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提供）の削除お

よび変更後定款第14 条（電子提供措置等）

の新設は、会社法の一部を改正する法律（令

和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに

規定する改正規定の施行の日（以下「施行

日」という）から効力を生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６

か月以内の日を株主総会の日とする株主総会

については、現行定款第14条はなお効力を有

する。

３．本附則は、施行日から６か月を経過した

日または前項の株主総会の日から３か月を経

過した日のいずれか遅い日後にこれを削除す

る。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４

名）は任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）４

名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

１

よし おか まさ なり

吉 岡 昌 成
(1954年７月18日生)

1980年11月 ヨシオカ建装創業

2,098,100株

1983年９月 有限会社ヨシオカ建装設立

代表取締役に就任

1985年４月 株式会社テンガロンキッド設立

(現 株式会社ヨシックス)

代表取締役に就任

1986年２月 有限会社ヨシオカ建装を改組

株式会社ヨシオカ建装設立

代表取締役に就任

2001年４月 飯蔵株式会社を吸収合併

存続会社である株式会社ヨシックスの

代表取締役社長に就任

2007年３月 株式会社ヨシオカ建装を吸収合併

存続会社である株式会社ヨシックスの

代表取締役社長に就任

2018年６月 代表取締役会長兼ＣＥＯに就任

2021年１月 代表取締役会長兼社長に就任（現任）

株式会社ヨシオカ建装の取締役会長に

就任（現任）

選任理由 吉岡昌成氏は創業以来30年以上にわたり当社代表取締役として経営を担い、豊富な経

験と実績を有しております。現在は代表取締役会長兼社長として、経験に裏付けられ

た的確な視点から経営全般に関して牽引しており、重要事項の決定や業務執行に対す

る監督など適切な役割を果たしていることから、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

２

せ がわ まさ ひと

瀬 川 雅 人
(1962年１月１日生)

1998年11月 当社入社

200,000株

2000年４月 や台や事業部部長

2001年４月 常務取締役

や台や・や台どり事業本部本部長に就

任

2002年９月 常務取締役

や台やグループ総事業本部本部長に就

任

2005年４月 専務取締役

や台やグループ統括事業本部本部長に

就任

2016年11月 取締役副社長

や台やグループ統括事業本部本部長に

就任

2017年４月 代表取締役副社長

や台やグループ統括事業本部本部長に

就任

2018年６月 代表取締役社長兼ＣＯＯ

や台やグループ統括事業本部本部長に

就任

2021年８月 取締役副社長に就任（現任）

2022年４月 株式会社ヨシックスフーズ

代表取締役社長 執行役員

や台やグループ統括本部本部長に就任

（現任）

選任理由 瀬川雅人氏は入社以来、飲食部門に携わり、現在は株式会社ヨシックスフーズ代表取

締役社長執行役員として、飲食事業を牽引し、主力事業の拡大、新規事業推進の中心

的役割を担っております。これらの経験実績から取締役候補としました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

３

よし おか ゆう た ろう

吉 岡 裕太郎
(1988年７月12日生)

2013年４月 当社入社

総務課課長

400,000株

2014年１月 執行役員

管理本部本部長兼建装事業部部長に就

任

2014年６月 常務取締役

管理本部本部長兼建装事業部部長に就

任

2015年10月 常務取締役

建築店舗・設計デザイン事業部部長に

就任

2016年11月 常務取締役

東関東事業本部本部長に就任

2017年10月 常務取締役

関東事業本部本部長に就任

2018年６月 専務取締役

関東事業本部本部長に就任

2020年４月 専務取締役

ヨシオカ建装カンパニー プレジデン

トに就任

2021年４月 株式会社ヨシオカ建装

代表取締役社長 執行役員に就任（現

任）

2021年８月 専務取締役に就任（現任）

選任理由 吉岡裕太郎氏は、入社以来、管理本部及び建装部門に携わり、現在は株式会社ヨシオ

カ建装代表取締役社長執行役員として、建装事業を牽引し、事業の拡大の中心的役割

を担っております。これらの経験から取締役候補といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

４

だ て とみ お

伊 達 富 夫
(1982年４月20日生)

2006年４月 株式会社電通に入社

6,200株

2019年３月 株式会社電通を退社

2019年４月 当社入社

2019年７月 執行役員 新事業・新業態開発担当に

就任

2019年10月 執行役員 内部監査室室長に就任

2021年６月 取締役に就任（現任）

2022年４月 株式会社ヨシックスフーズ

常務取締役 執行役員

や台やグループ統括本部副本部長に就

任（現任）

選任理由 伊達富夫氏は10年以上にわたり広告事業に携わり、現在はや台やグループ統括本部副

本部長として広報活動を中心に営業活動全般の中心的役割を担っております。これら

の経験から取締役候補といたしました。

(注) １．各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、役員等

としての職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
損害を、当該保険契約により塡補することとしております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含め
られることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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株主総会会場ご案内図

●会 場 名古屋市東区葵３丁目16番16号
メルパルク名古屋 カトレアの間
TEL：052-937-3535

●交通のご案内
地下鉄 東山線「千種駅」１番出口より徒歩約１分
会場の駐車台数には限りがございますので、なるべく公共交通機関をご利用
ください。


